日本ハンセン病学会　医学研究の利益相反に関する指針

日本ハンセン病学会

Ⅰ. 指針の目的

　日本ハンセン病学会は、ハンセン病に関する研究、会員相互の知識の交換、斯学の進歩発達を図る目的で1927年に「日本癩学会」として設立された。その後、「日本らい学会」を経て、現在の「日本ハンセン病学会」になった。

　現在日本ハンセン病学会は、ハンセン病医学の発展、すなわち病因の解明、診断、治療に貢献するのみならず、ハンセン病医療を向上させ、その成果を臨床や社会へ反映させ、さらに患者の福祉の向上や人権を尊重した医療の確立に向け活動している。

　本学会が今後も学術研究の推進を通じて社会貢献を果たしていく上で、利益相反問題への取り組みは不可避のものである。すなわち、日本ハンセン病学会には、本学会所属の会員が、学術的・倫理的責任を果たすことによって得る成果（公的利益）と、産学連携に伴い取得する金銭・地位・利権など（私的利益）を適切にマネージメントすることにより、研究結果の発表やそれらの普及、啓発を、中立性と透明性を維持した状態で適正に推進させ、ハンセン病研究の進歩に貢献することが求められている。

　そこで、日本ハンセン病学会は、「厚生労働省・臨床研究に関する倫理指針」と「日本医学会・医学研究のCOIマネージメントに関するガイドライン」を参考に、医学研究に係る利益相反指針をここに定める。

Ⅱ. 対象者

　本指針は、利益相反状態が生じる可能性がある以下の対象者に対し適用される。

①日本ハンセン病学会の学術集会、学会雑誌等で発表する者

②日本ハンセン病学会の役員および特定の委員会委員並びにこれに準じる者

Ⅲ. 対象となる活動

　日本ハンセン病学会が関わるすべての事業における活動、特に、本学会の学術集会、シンポジウムおよび講演会での発表、および、本学会の学会雑誌、論文、図書などでの発表を行う研究者には、ハンセン病に関する医学研究のすべてに、本指針が遵守されることが求められる。

Ⅳ. 開示・公開すべき事項

　対象者は、自身における以下の①～⑨の事項で、別に定める基準を超える場合には、利益相反の状況を所定の様式に従い、自己申告によって正確な状況を開示する義務を負うものとする。また、対象者と生計を同一にする者における以下の①～③の事項で、別に定める基準を超える場合には、その正確な状況を学会に申告する義務を負うものとする。開示すべき事項は、医学研究に関連する事項に限定する。なお、自己申告および申告された内容については、申告者本人が責任を持つものとする。具体的な開示・公開方法は、対象活動に応じて別に細則に定める。

①
企業や営利を目的とした団体の役員、顧問職

②
株の保有

③
企業や営利を目的とした団体からの特許権使用料

④
企業や営利を目的とした団体から、会議の出席（発表）に対し、研究者を拘束した時間・労力に対して支払われた日当（講演料など）

⑤
企業や営利を目的とした団体がパンフレットなどの執筆に対して支払った原稿料

⑥
企業や営利を目的とした団体が提供する研究費

⑦企業や営利を目的とした団体が提供する奨学（奨励）寄付金

⑧企業や営利を目的とした団体が提供する寄付講座

⑨
その他の報酬（研究とは直接無関係な、旅行、贈答品など）

Ⅴ. 措置

　日本ハンセン病学会は、開示された利益相反状態が重大な場合、虚偽があった場合には、別途定める細則に従い、理事会の決定により適宜な措置を執るものとする。

Ⅵ. 細則の制定

　日本ハンセン病学会は、本指針を実際に運用するために必要な細則を制定することができる。

附則

　本指針は平成27年1月30日から1 年間の試行後に施行する。本指針は、社会的影響や産学連携に関する法令の改変などから、個々の事例によって一部に変更が必要となることが予想される。日本ハンセン病学会利益相反委員会は、理事会の決議を経て、本指針を審議し改正することができる。

